（様式３の別添２）

独立行政法人福祉医療機構等借入金に係る調書（その２）
	償還金寄附者の状況
	左寄附者の保証人の状況
	備　考

	氏　　名
	年齢

（歳）
	法人との
関　　係
	職　業
	正味資産額

(千円)
	年間所得額

(千円)
	寄附額
(千円)
	最多年次

寄附額
(千円)
	氏　　名
	年齢

（歳）
	法人又は
寄附者と
の関係
	職　業
	正味資産額

(千円)
	年間所得額

(千円)
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　人
	
	---
	-----
	

	後援会寄附の場合
	後援会の名称
	過去２年間の決算額
	区　　　分
	年度
	年度
	左の不足額の寄附者
	氏　　名
	年齢
(歳)
	当該法人の役職名
	職　業
	正味資産額

(千円)
	年間所得額

(千円)

	
	
	
	収入

（うち会費収入）
	（　　　　）
	（　　　　）
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	代表者氏名
	
	
	支出

うち建設資金等

入金償還金寄附
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	会員数及び１人

当たり会費額
（入所者の父母等）
	人

＠　　　　円/年・月

（　　　　　　　人）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注）　１　「整備区分」欄は、次により該当する項目を記載すること。[創設、増設、増改築、老朽改築、拡張、修繕、個室化、設備]
２　「施設の状況」欄のうち、構造については、耐火造、簡易耐火造、木造で区分し、記載すること。
３　「医療機構基準額」欄のうち、主体工事費は、実行面積・単価、医療機構基準面積・単価の各々低い数の面積と単価を乗じた額となり、敷地造成工事費は、主体工事費に係る基準面積の３倍以内の面積に主体工事費に係る実行単価を乗じて得た額となる。前記以外は実行額と同額となる。

４　「資金計画」欄のうち、借入額は、医療機構基準事業費から、国庫・道費補助金又は民間補助金を差し引いた額の８０％(児童自立支援施設など一部の施設については７５％)以内の額（道新基金は実行事業費の７５％以内）であること。民間補助金については、（　　）内に日自振等補助団体の名称を略記すること。
５　「担保物件」欄の評価額の７０％の額から抵当権設定額の残債額を差し引いた額の合計額が、借入額以上であること。

６　「保証人」は、原則として、理事長を含め２名以上（道新基金の場合は３名以上）とし、当該保証人の正味資産額の合計額が借入額以上であること。

７　「償還金寄附者」の年齢は、原則として、完済時８０歳以下であること。

８　設立法人の場合の償還金寄附者は、別添５を添付すること。

９　後援会が寄附を行う場合は、「償還金寄附者の状況」の「氏名」欄に“後援会”と記載し、「後援会寄附の場合」欄に必要事項を記載すること。
１０　欄が不足する場合は、適宜、別紙を作成し、記載すること。

１１　償還計画表を添付すること。
